
上越市６次産業化支援事業補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、本市における６次産業化の推進を図るため、地域資源を活用した農林

水産加工に取り組む農業者等に対し、新たな農産加工品等の開発又は既存の農林水産加工

の規模拡大を図るために必要な経費の一部について、予算の範囲内で交付する補助金の交

付に関し、上越市補助金交付規則（昭和４６年上越市規則第５６号）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「農業者等」とは、農業者、林業者若しくは漁業者又は主として

これらの人及び団体により構成される団体をいう。 

２ この要綱において「農産加工品等」とは、自ら市内で生産し、又は採取した農林水産物

を活用して製造する農林水産加工品をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる人及び団体（以下「補助対象者」という。） 

は、 次の各号のいずれにも該当する農業者等とする。 

⑴ 本市に居住し、又は所在していること。 

⑵ 市税を完納していること。 

 （補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、別表の補助

金の区分の欄に掲げる補助金の区分に応じ、同表の補助対象事業の区分の欄に定める事業

とする。 

 （補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表の補助

対象経費の欄に定める経費とし、それぞれ同表の補助対象経費の上限額の欄に定める額を

上限とする。 

（補助金の額等） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費に別表に定める補助率を乗じて得た額（当該額に  

１，０００円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てた額）とする。 

２ 補助金の交付は、一の年度において、一の補助対象事業につき１回を限度とする。 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする補助対象者は、上越市６次産業化支援事業補助金交

付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 



 ⑴ 団体にあっては、定款（定款がない場合にあっては、これに類するもの） 

 ⑵ 当該年度の事業計画書（第２号様式）及び収支予算書 

 ⑶ 納税状況の確認に係る承諾書 

 ⑷ その他市長が必要と認める書類 

 （概算払） 

第８条 補助金は、上越市財務規則（昭和４６年上越市規則第３５号）第８７条の規定によ

り、概算払をすることができる。 

 （実績報告） 

第９条 補助金の交付を受けた補助対象者は、補助対象事業が完了したときは、速やかに上

越市６次産業化支援事業補助金実績報告書（第３号様式）に次に掲げる書類を添えて市長

に提出しなければならない。 

 ⑴ 市長が別に定める事業実施報告書 

 ⑵ 写真（加工状況、試作品、導入設備等） 

 ⑶ 経費の執行実績を証する書類（請求書、領収書等） 

 ⑷ その他市長が必要と認める書類 

 （その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年６月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年６月２２日から実施する。 

附 則 

 （実施期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から実施する。 

（適用区分） 

２ 改正後の別表の規定は、この要綱の実施の日以後に申請のある補助金の交付について適

用し、同日前に申請のあった補助金の交付については、なお従前の例による。 

附 則 

（実施期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１日から実施する。 

（適用区分） 

２ 改正後の別表の規定は、この要綱の実施の日以後に申請のある補助金の交付について適



用し、同日前に申請のあった補助金の交付については、なお従前の例による。 

 



別表（第４条―第６条関係） 

補助金の

区分 
補助対象事業 補助対象経費 

補助対象経費の

上限額 
補助率 

農産加工

品等開発

支援事業

補助金 

新たに農産加工

品等を開発し、

又は直売所を開

設する事業 

謝金、費用弁償、原

材料費、委託費、市

場調査費、通信運搬

費、旅費その他の市

長が必要と認める経

費 

１００万円 ２分の１ 

農産加工

品等規模

拡大支援

事業補助

金 

農林水産加工を

新規に又は規模

拡大のため、機

械若しくは設備

を導入し、又は

施設の新設若し

くは改修を行う

事業 

機械・設備費 

（一般地域） 

３００万円 

（中山間地域） 

１００万円 

（一般地域） 

１０分の３ 

（中山間地域） 

３分の１ 

施設改修費 

（一般地域） 

３００万円 

（中山間地域） 

１００万円 

（一般地域） 

１０分の４．５ 

（中山間地域） 

１０分の５ 

その他市長が必要と

認める経費 
市長が定める額 

市長が定める割

合 

備考 この表における中山間地域及び一般地域の取扱いについては、新潟県農林水産業総

合振興事業費補助金交付要綱（令和６年４月１日適用）別記の規定を適用する。 

 



第１号様式（第７条関係） 

上越市６次産業化支援事業補助金交付申請書 

 

年  月  日 

 

（宛先）上越市長 

住 所 （ 所 在 地 ）              

  団 体 名              

氏名（代表者氏名）                

電 話 番 号              

 

次のとおり上越市６次産業化支援事業補助金の交付を申請します。  

補 助 金 の 区 分 
□ 農産加工品等開発支援事業補助金 

□ 農産加工品等規模拡大支援事業補助金 

事業の目的及び内容 事業計画書（第２号様式）のとおり 

事 業 費 
                   円 

（うち補助対象経費          円） 

補 助金交付申請額                    円 

添  付  書  類 

⑴ 定款（定款がない場合にあっては、これに類するもの）  

⑵ 当該年度の事業計画書（第２号様式）及び収支予算書 

⑶ 納税状況の確認に係る承諾書 

⑷ その他市長が必要と認める書類 

（上越市暴力団の排除の推進に関する条例に基づく暴力団の排除のための誓約） 

 ⑴ 補助金を暴力団の活動に使用しません。 

 ⑵  補助金の交付の対象となる事業により暴力団に対し利益を供与することはありません。 

 ⑶ ⑴又は⑵に反する場合は、この申請を却下され、補助金の交付を取り消され、又は交

付を受けた補助金を返還することを承諾します。 

  □ 上記について誓約します。（□にレ点を記入してください。） 



第２号様式（第７条関係） 

事業計画書 

 

申請者名 

 

１ 事業の目的及び内容 

 

備考 農産加工品等規模拡大支援事業補助金の申請にあっては、規模拡大の内容を必ず記載

すること。 

 

２ 事業の実施スケジュール 

 

備考 事業着手日及び事業完了予定日を必ず記載すること。 

 

３ 事業費内訳 

経費の区分 事業経費（円） 補助対象経費（円） 積算根拠 

    

    

    

    

    

    

計    

備考 経費の区分ごとに積算根拠を証する書類（見積書等）を添付すること。 



第３号様式（第９条関係） 

上越市６次産業化支援事業補助金実績報告書 

 

年  月  日 

 

（宛先）上越市長 

住 所 （ 所 在 地 ）              

  団 体 名              

氏名（代表者氏名）                

電 話 番 号              

 

次のとおり補助対象事業を完了したので報告します。  

補 助 金 の 区 分 
□ 農産加工品等開発支援事業補助金 

□ 農産加工品等規模拡大支援事業補助金 

事 業 期 間        年  月  日 ～     年  月  日 

事 業 費 
                   円 

（うち補助対象経費          円） 

添 付 書 類 

⑴ 事業実施報告書 

⑵ 写真（加工状況、試作品、導入設備等） 

⑶ 経費の執行実績を証する書類（請求書、領収書等） 

⑷ その他市長が必要と認める書類 

 


